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労働法が労働者の「集団」として強度に保護してきたのは，労働者が自主的に組織する労
働組合であるが，近年では組合組織率の低下を受けて，法律に基づき選出される過半数代
表者の権限が拡大の一途をたどっている。本稿では，過半数代表の権限拡大や労使委員会
の制度化の流れを概観した後で，労働者利益が多様化した現代において労働者集団（の代
表）が果たすべき役割を労働法学の立場から問い直し，個人のレベルでは実現できない「労
働者の保護」と集団的事項における「労働者利益の適正な反映」の 2 点が重要であるとす
る。そして，それぞれの観点から現行の労働者代表制度が抱える問題点を検討し，過半数
代表・労使委員会については，いずれの点でも集団としての役割を果たす前提となる制度
的基盤を欠いており，早急の立法的対処が必要であることを示す。続いて労働組合法制に
おいては，労働条件を不利益に変更する労働協約の手続審査の中で組合内部の利益調整の
あり方が模索されてきたが，いまだ議論は収束しておらず，労働者保護の観点からの内容
審査の要否も問題となるとする。そして，労働協約の拡張適用制度に関しては，労働組合
法 17 条では協約外の者に著しい不利益が及ぶ場合に拡張適用を否定する司法審査の枠組
みが確立しているが，同 18 条では行政機関（労働委員会や厚生労働大臣・都道府県知事）
にそうした権限があるか否かが明らかでなく，行政機関の裁量権の有無・範囲・限界につ
いての解釈論の活発化が必要であると述べる。

労働法における集団の意義・再考
―労働者代表による労働条件決定をめぐる法的課題
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Ⅰ　本稿の目的

　労働法は，弱い立場にある個々の労働者に適切
な保護を提供するため，法律で労働条件の最低基
準を定めるとともに，労働組合による団体交渉を
保護・促進してきた。しかし 1980 年代以降は，
組合組織率の低下を背景として，集団的な労働条

件決定に関与する過半数代表者の役割が拡大して
いる。
　その一方で，世界的にみれば，2022 年 4 月に
米国アマゾンの労働組合が代表選挙で初めて勝利
するなど組合運動に復権の兆しがみられ 1），日本
でも昨年 32 年ぶりに労働協約の地域的拡張適用
事例が出る 2）など，労働者が集団化することの
意義に再び注目が集まっている。そこで本稿で
は，日本において労働者の「集団」とその代表が
果たす役割を労働法学の立場から問い直し，労働
者代表による労働条件決定をめぐる法的課題を整
理していく。

桑村裕美子
（東北大学教授）

特集●労使関係における集団の意義
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Ⅱ　労働法における集団の種類と特徴

　労働法における労働者の集団には 2 種類ある。
労働者が自主的に組織する団体（労働組合）と，
法律によりはじめて統合される従業員集団の代表
である 3）。

１　自主的に組織する団体

　憲法 28 条は団結権等の労働三権を保障してお
り，労働者が労働条件の維持改善等を主たる目的
として自主的に組織する労働組合には団体交渉権
が保障される。労働組合が団体交渉の目的事項の
貫徹のために行う争議行為は，団体行動権の一内
容として憲法 28 条で保障され，正当な争議行為
には刑事免責，民事免責，不利益取扱いからの保
護が及ぶ。
　そして法律レベルでは，労働組合法（以下「労
組法」という）が不当労働行為救済制度を設けて
おり，組合員であること等を理由とする不利益取
扱い，正当な理由のない団交拒否，組合弱体化行
為（支配介入）が不当労働行為として禁止され（7
条），違反は労働委員会による行政救済の対象と
なる（27 条以下）。また，使用者は労組法 7 条 2
号により誠実交渉義務を負い，労働組合に対し，
必要に応じて自らの主張の論拠を説明し，その裏
付けとなる資料を提示しなければならない 4）。
　労働組合は基本的に労働者による任意団体であ
り，組織レベルに法的制約はなく，いかなる事項
で使用者と交渉するかも自ら決定する。労働組合
は組合員のみを代表し（労組法 6 条），労働協約は
組合員にのみ適用されるのが原則である。

２　法律により統合される従業員集団の代表

　続いて，法律により統合された従業員集団の代
表として，過半数代表と労使委員会がある 5）。組
合組織率の低下を背景に，現場の事情に応じた規
範設定のニーズが大きい事項について，労働組合
の存しない事業場でも交渉の担い手を確保しうる
制度として活用されてきた。これらの法律に基づ
く労働者代表は，法所定の事項について関与を行
う場合に設置が強制される。

　過半数組合を除き，法律に基づき選出された代
表はそれ自体で団体性はない。過半数代表者は 1
名であるため個人で活動し，また，労使委員会の
労働者側委員は複数人であるが，彼らは相互に結
合する団体ではなく，1 人 1 人の労働者代表が使
用者側の代表者とともに 1 つの委員会を組織する
にすぎない（詳細は後述）。
　過半数代表・労使委員会の最も重要な権限は，
労使の個別合意では認められない，法規制の例外
の許容である。法規制の例外設定は，労働基準法

（以下「労基法」という）制定時から過半数代表に
認められており（36 条，90 条），その後その対象
事項が拡大され，1998 年改正以降は労使委員会
にも認められている（後述）。
　法規制の例外設定が過半数代表に認められた理
由について，労基法制定直後の説明では，個々の
労働者は使用者に同意を強要されるおそれがある
ためとされていた 6）。過半数代表制が導入された
労基法制定時（第二次大戦直後）は労働組合が勢
力を拡大していた時期であったため，過半数代表
の役割は過半数組合が担うと考えられ，過半数代
表制は労働者の団体意思による同意を確保する手
段であると位置づけられていた 7）。
　過半数代表や労使委員会の設置は基本的に事業
場単位であり，事業場の全労働者の代表として活
動する。労使協定の締結が事業場単位とされたの
は，労基法が事業場単位で適用されることから，
その規制を解除する規範（労使協定，労使委員会
決議）も事業場内で画一的に適用すべきと考えら
れたものといえる 8）。

Ⅲ　過半数代表・労使委員会の制度展開
　
　以上みた現行制度上の 2 つの労働者集団のう
ち，近年では従業員集団の代表の権限拡大が顕著
である。
　
１　過半数代表

　過半数代表は，当該事業場に労働者の過半数で
組織する労働組合がある場合にはその組合（過半
数組合），かかる組合がない場合には「労働者の
過半数を代表する者」（一名）（労基法 36 条 1 項等）
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である。
　
（1）労基法上の権限

　過半数代表は，労基法制定時に，就業規則の作
成・変更時の意見聴取の相手方として（90 条），
また，時間外・休日労働を適法化する労使協定を
締結する相手方として（36 条）制度化されたのが
最初である。その後労基法の 1952 年改正時に，
賃金全額払い原則の例外（24 条 1 項但書）や年休
手当の算定基礎の変更（現 39 条 9 項但書）等が，
過半数代表による労使協定事項に加えられた。そ
して 1980 年代以降になると，就業形態や労働者
の価値観の多様化等を受けて画一的規制は不都合
と考えられ，労働時間関連規定を中心に，労使協
定によって労基法の規制を解除することを認める
規定が多数設けられた。
　こうした一連の改革を経て，現行労基法上労使
協定で定め得るのは，①貯蓄金の管理（18 条 2
項），②賃金の一部控除（24 条 1 項但書），③変形
労働時間制（1 カ月単位〔32 条の 2〕，1 年単位〔32
条の 4〕，1 週単位〔32 条の 5〕），④フレックスタイ
ム制（32 条の 3），⑤休憩時間一斉付与の例外（34
条 2 項但書），⑥時間外・休日労働（36 条 1 項），
⑦月 60 時間超の時間外労働に対する割増賃金支
払いに代わる休暇付与（37 条 3 項），⑧事業場外
労働のみなし制（38 条の 2 第 2 項），⑨専門業務
型裁量労働制（38 条の 3），⑩年休の時間単位付
与（39 条 4 項），⑪計画年休（同 6 項），⑫年休手
当の例外的算定方法（同 9 項但書）である。
　
（2）その他の法律上の権限

　近時では，過半数代表の権限は労基法以外の法
律にも及んでいる。例えば労働者派遣法では，
2003 年改正の際に，派遣可能期間の原則的制限

（当時は 1 年。現在は 3 年）を超える場合に，当該
派遣先の事業所における過半数代表の意見聴取義
務が課せられた（現 40 条の 2 第 4 項）。
　また，2018 年の働き方改革関連法（平成 30 年
法律第 71 号）による労働者派遣法改正では，派遣
労働者について，派遣先の通常の労働者との関係
での不利益取扱禁止（30 条の 3 第 2 項）および不
合理な待遇の禁止（同 1 項）が定められるのと同

時に，派遣元事業主が過半数代表と労使協定を締
結した場合には，上記の規制がいずれも適用され
ないこととされた（30 条の 4 第 1 項）。
　さらに最近では，高年齢者雇用安定法の 2020
年改正も挙げられる。同改正により，70 歳まで
の就業確保措置の努力義務が新設された（10 条の
2 第 1 項）が，雇用によらない「創業支援等措置」
を選択する場合には，労働関係法令が適用されな
いため，慎重な手続を課す意味で過半数代表の同
意が必要とされた 9）（同但書）。
　以上は，法律上の原則に対する例外を認めるた
めの手続要件であるが，過半数代表はこのほか
に，パートタイム労働者または有期雇用労働者に
係る事項について就業規則を作成・変更する場合
の意見聴取の相手方となる（パートタイム・有期
雇用労働法 7 条）。また，労使委員会の労働者側委
員の指名（労基法 38 条の 4 第 2 項 1 号）や各種委
員の推薦（労働安全衛生法 17 条 4 項，18 条 4 項，
19 条 4 項）を行う等，今日では多様な役割を担っ
ている 10）。
　
（3）過半数代表者に係る規定

　過半数代表者については，選出手続や資格要件
等が長らく法令上定められていなかった。
　この点で初めて立法的に対処したのが，1998
年改正後の労基法施行規則（以下「労基則」という）
である。労基則の 6 条の 2 によると，過半数代表
者は，①労基法 41 条 2 号の管理監督者の地位に
ある者でないこと（第 1 項 1 号），および，②法に
規定する協定等をする者を選出することを明らか
にして実施される投票，挙手等の方法により選出
された者であること（同 2 号）が必要である。そ
して，使用者は，③過半数代表者であること等を
理由として不利益な取扱いを「しないようにしな
ければならない」と規定された（同第 3 項）。た
だし③は，曖昧な文言ゆえに努力義務であるとす
る見解があり 11），法的効果は必ずしも明らかで
ない。
　②に関しては，上記規定が設けられる前の事案
における裁判例で，全従業員で構成される親睦団
体の代表者を自動的に過半数代表者としたことは
不適法と判断されていた 12）が，実務上は使用者
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側が指名するなどの取扱いがみられた 13）。その
ため，労基則の 2018 年改正により，上記②の文
言の後に，「使用者の意向に基づき選出されたも
のでないこと」が追加された（現在の 6 条の 2 第 1
項 2 号）。
　また，労基則の 2018 年改正では，使用者は

「過半数代表者が法に規定する協定等に関する事
務を円滑に遂行することができるよう必要な配慮
を行わなければならない」との規定が新設されて
いる（労基則 6 条の 2 第 4 項）。ここでいう「必要
な配慮」には，過半数代表者が労働者の意見集約
等を行うに当たって必要となる事務機器や事務ス
ペースの提供が含まれる（平 30・12・28 基発 1228
第 15 号）。
　過半数代表者に係る上記規定は，労基法以外で
過半数代表に権限を付与している法律との関係で
も，一部で同様の定めが置かれている（労働者派
遣法施行規則 25 条の 6，高年齢者雇用安定法施行規
則 4 条の 6）。

２　労使委員会

　次に労使委員会は，「賃金，労働時間その他の
当該事業場における労働条件に関する事項を調査
審議し，事業主に対し当該事項について意見を述
べることを目的とする委員会」として，1998 年
の労基法改正の際に導入された（労基法 38 条の
4）。この法律上の文言から，労使委員会は当該事
業場の労働条件に関する事項全般について関与を
行う，包括性のある組織であると解される 14）。
　
（1）権限

　労使委員会の主要な権限は，企画業務型裁量労
働制を導入する決議を行うことである（労基法 38
条の 4 第 1 項）。
　裁量労働制のうち，専門業務型（同 38 条の 3）
は過半数代表による労使協定の締結が要件である
が，企画業務型では労使委員会決議が必要とされ
た。企画業務型は対象業務の定めが専門業務型と
異なり概括的であるため，弊害防止の措置を講じ
る必要があり 15），多くの制度的欠陥（包括性・常
設性の欠如，意見集約・調整手続の不存在，自主対
等性の弱さ等。詳細は後述）を抱える過半数代表の

関与事項とすべきでないと判断されたのである。
　この点で労使委員会は，委員会内部で労使間の
実質的な意見交換が可能であり，決議要件も厳格
で（当初は委員の全員一致，2003 年改正で 5 分の 4
以上の賛成に緩和），常設機関として制度運用にも
関与できるため，労働者代表として，より適切と
考えられた 16）。そして労使委員会には，手続の
重複を避けるため，一定の事項 17）で労使協定代
替決議を行うことも認められた（労基法 38 条の 4
第 5 項）。
　法規制の例外にあたる措置の実施に関しては，
労使委員会の制度化以降も過半数代表の関与事項
とされることが多いが，最近では，2018 年の労
基法改正の際に新設された高度プロフェッショナ
ル労働制（以下「高プロ」という。労基法 41 条の 2）
について，労使委員会決議が導入要件とされてい
る。高プロは，労基法第 4 章の労働時間，休憩，
休日および深夜の割増賃金に関する規定を広く適
用除外とする点で法的効果が強いこと等から，過
半数代表による労使協定ではなく，労使委員会決
議を求めることが適当と考えられたものであ
る 18）。
　
（2）労働者側委員に係る規定

　労使委員会は，委員の半数が事業場の過半数代
表に指名された委員（労働者側委員）でなければ
ならず（労基法 38 条の 4 第 2 項 1 号），労働者側委
員と使用者側委員のそれぞれ同数で構成される。
委員の具体的な人数について定めはないが，労使
委員各 1 名による構成は過半数代表による労使協
定を締結する場合と実質的に変わらないため，労
使委員会とは認められない（平 12・1・1 基発 1
号）。
　労働者側委員の選出については，労使委員会の
制度導入時は，（ⅰ）事業場の過半数代表によっ
て任期を定めて指名された者が，（ⅱ）事業場の
過半数の労働者によって信任を受ける必要があっ
たが，2 段階の手続は煩雑であるとして，労基法
の 2003 年改正で（ⅱ）が削除され，現在は（ⅰ）
のみとなっている。労使委員会は任期のある委員
によって構成されるため，常設性のある機関であ
る。
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　労働者側委員は労基法 41 条 2 号の管理監督者
であってはならず（労基則 24 条の 2 の 4 第 1 項），
使用者は労働者側委員であること等を理由として
不利益取扱を「しないようにしなければならな
い」（同第 6 項）。なお，労使委員会の委員につい
ては，過半数代表者の場合（労基則 6 条の 2 第 4
項）と異なり，使用者が「必要な配慮」を行うこ
とを義務付ける規定はない。

Ⅳ　現代的労使関係における主要論点

　
１　集団の意義・再考

　以上のように，近時では非組合代表の選出を念
頭に置き，法律に基づく労働者代表の権限が拡大
されてきたが，働き手の多様化が進み，労働者同
士でも利害が一致するとは限らない状況におい
て，そもそも集団を形成し，その代表が労働条件
決定を行うことの意義は何か。この点を再考する
とき，特に以下の 2 点を指摘することができる。
　
（1）労働者の保護

　第 1 に，日本の集団的労働法の成り立ちを考え
れば，集団の意義は，何よりもまず，労働者個人
の従属性を集団のレベルで解消し，対等な交渉に
よって労働条件を改善することにあると言わなけ
ればならない。このことは，労働者利益がいかに
多様化しようとも，労働者個人と使用者間の非対
等の状況に変わりはない以上，同じく妥当する。
現在でも，個々の労働者の労働条件や就労環境の
著しい悪化が組合結成の主要な契機となってお
り，労働組合には団体交渉を通じた「保護」の獲
得が期待されている 19）。
　そして法は，労働組合がそうした役割を果たし
得るように，使用者からの独立性を含む一定の要
件（労組法 2 条本文）を満たす団体に対し，不利
益取扱いからの保護を与え，労働者利益を貫徹す
る手段として争議権を保障した（憲法 28 条）。ま
た，使用者は団体交渉で必要に応じて説明・資料
提示を行う義務があり（誠実交渉義務），法適合組
合（労組法 2 条・5 条 2 項）はその違反等の場合に
不当労働行為救済手続を利用できる。団体交渉を

行う労働組合は，こうした特別な地位や固有の権
限を有する存在であることを忘れてはならない。
　以上のことは，法規制の例外設定の権限をいか
なる者に認めるかを考える際に必要な視点であ
る。法律上の最低基準は，個別交渉にゆだねれば
労働者に著しい不利益が生じ，弊害が大きい事項
で国家が社会的に公正な水準を設定したものであ
るから，そこからの逸脱を認めるのであれば，そ
の主体は労働者個人ではなく，労働者代表に認め
るというのが自然な発想である。
　
（2）労働者利益の適正な反映

　労働者が集団を形成することの第 2 の意義は，
その代表が，労働者に共通の事項あるいは労働者
間で統一的に定めるべき事項について，集団内部
の労働者利益を適正に反映させることにある。労
働者利益の反映のあり方は，集団内部の利害が共
通している場合にはそれほど問題とならないが，
労働者利益が多様化した現在においては，代表者
による意見の集約や調整の適正さが求められる。
このことは，労働者が集団的に決定された規範の
適用を免れることができない場合（労使協定，労
使委員会決議）に強く妥当する。また，労働者代
表が使用者に意見を伝達するのみの場合（就業規
則作成・変更時等の意見聴取の場面）でも，労働者
利益を適切に把握・調整した結果の意見の表明が
重要である。

２　過半数代表・労使委員会制度における問題

　では，集団であることの主要な意義を以上の 2
点に求めた場合に，近年権限が拡大されてきた過
半数代表・労使委員会制度はどのように評価され
るだろうか。
　
（1）労働者の保護

　第 1 に，過半数代表・労使委員会制度を労働者
保護の観点から見た場合には，現行法は労働者利
益を防御・貫徹するための制度的基盤を欠いてい
ることが明らかである 20）。
　まず，労働者利益を使用者から防御するために
不可欠となる「独立性」に関しては，代表者の資
格要件が，「（労働基準）法 41 条第 2 号に規定す
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る」管理監督者でないこととされており（労基則
6 条の 2 第 1 項 1 号，24 条の 2 の 4 第 1 項），使用者
の影響力が及びうる，使用者の利益代表者一般が
排除されていない。また，労働者代表の活動に際
しては，使用者は不利益取扱を「しないようにし
なければならない」という，違反の効果が不明確
な規定があるだけで（同 6 条の 2 第 3 項，24 条の 2
の 4 第 6 項），「必要な配慮」を求める規定（同 6
条の 2 第 4 項。労使委員会の労働者側委員には同種の
規定はない）も，その具体的内容が明らかでない。
　さらに，過半数代表者や労使委員会（の労働者
側委員）は労働者が任意に結合する団体ではない
ため，労組法 2 条の自主性と団体性の要件を欠
き，憲法 28 条や労組法の保護を受けない 21）。し
たがって，不利益取扱いからの保護，使用者の誠
実交渉義務による情報提供，争議権の保障は及ば
ない。
　以上の現行制度を前にして指摘すべきは，労働
者代表は，労働者集団から選出されたというだけ
で使用者と対等に交渉し得るわけではなく，労働
者個人の従属性を克服するための手段を具体的に
保障して初めて労働者保護の役割を果たし得ると
いうことである。この点で，集団の構成員が共同
で行う争議行為が保障されている労働組合を，複
数人が選出されても団体としての固有の権限を有
しない労使委員会（の労働者側委員）と同列に扱
うことはできない。また，個人の弱さを克服する
ために集団に権限を付与すべきというのが労働法
の考え方であるにもかかわらず，過半数代表者は
一名であり，実質的に労働者が個人で使用者と交
渉しているのと変わらない点で矛盾を抱えてい
る。
　過半数代表制においては，当初は労働組合（過
半数組合）が役割を担うことが想定された（Ⅱ2
参照）が，労働組合の存しない事業場でも交渉主
体を確保し得る制度としていったん導入される
と，組合組織率の低下の中で実際上の便宜からそ
のまま利用され，いつの間にか労働組合と非組合
代表の比較の視点がなくなった。その結果，現在
では，法的地位や権限が脆弱な過半数代表者が，
労働組合の存在しない大部分の事業場で，最低基
準規制の解除という重大な効果を生じさせる労使

協定の締結を担っている。労使委員会（の労働者
側委員）の法的地位・権限についても同様の問題
があり，現行の非組合代表は，労働者集団の代表
が担うべき労働者保護の役割を果たしえない状況
にある。
　
（2）労働者利益の適正な反映
①立法規定

　第 2 に，過半数代表・労使委員会が定立する規
範（労使協定，決議）は，関係労働者がその適用
を免れることができないため，労働者の多様な利
益の把握・調整が重要となるが，現行制度ではこ
の点でも対応が不十分である 22）。
　具体的には，過半数代表は当該事業場の全従業
員の代表であるにもかかわらず，①過半数組合は
非組合員の支持を確認する手続がなく，また，過
半数代表者も民主的選挙が必須でなく，かつ一名
の選出であるため，多様な意見の反映をなしえな
い。また，②代表者を選出した後の活動において
労働者の意見を集約する手続がないこと，③労働
者間の利害を調整するための制度的保障がないこ
とも問題視されてきた。
　労使委員会も，労働者側委員が過半数代表に指
名される点で①と同様の代表性・正統性の問題が
ある。②については，労使委員会には常設性があ
るため，労働者が意見を労働者側委員に伝達する
機会が事実上増大した 23）ものの，具体的な活動
の局面での意見の集約が制度上保障されているわ
けではない。さらに③については，委員会という
意見交換の場が設置されたことで，労使間で対話
を通じて意見を調整することへの制度的手当がな
されたとの評価がある 24）一方で，労使委員会で
は労働者代表だけでの話合いは予定されておら
ず，個々人で判断することになるため，労働者側
委員の個別的意見の集合にとどまり，労働者側の
統一的見解を形成して統一的利益を反映させる上
では不利であるとの指摘もある 25）。
　

②司法審査の余地
　以上のような制度的欠陥を埋めるため，学説で
は解釈論による対応が検討されてきた。アメリカ
法から示唆を得て，過半数代表の公正代表義務を
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解釈によって導き，過半数代表が関係労働者の意
見を聴取せずに協定を締結した場合や，協定の内
容が特定の者や特定の労働者集団を故なく不利益
に扱う場合には，同義務違反として当該協定が無
効となるとする見解が主張されたのである 26）。
　また裁判例上も，同様の観点から労使協定に対
する司法審査を肯定したとみられるものがあっ
た。三菱重工業事件（長崎地判平成 4・3・26 労経
速 1457 号 3 頁）では，使用者が過半数組合と締結
した計画年休協定（現在の労基法 39 条 6 項）の内
容が少数組合員に著しく不合理である等として，
少数組合員が当該協定の違法・無効を主張した。
　当該主張について判旨は，その協定に至る手続
の公正さや内容的な合理性は，原則として労働組
合と使用者との協議にゆだねられるとしつつ，

「過半数組合との協定による計画年休において，
これに反対する労働組合があるような場合には，
当該組合の各組合員を右協定に拘束することが著
しく不合理となるような特別の事情が認められる
場合や，右協定の内容自体が著しく不公正であっ
て，これを少数者に及ぼすことが計画年休制度の
趣旨を没却するといったような場合には，右計画
年休による時季の集団的統一的特定の効果は，こ
れらの者に及ばないと解すべき場合が考えられな
くもない」とした。そして，「原告らの主張する
公正代表義務の当否はともかく」，「事前に，……
全ての対象労働者にその内容を告知し，これに反
対する労働者の意見を聴取するための手立てを講
じておくことは，労基法の趣旨にも適う」とし，
本件では少数組合との団交により意見を聴取して
いること等を指摘し，当該協定の効力を肯定し
た 27）。
　本判決は，過半数組合が少数組合員の意見を聴
取する手立てを講じていたかどうかを審査した点
で学説の注目を浴びた 28）。もっとも，上記の「考
えられなくもない」という表現ゆえに，その趣旨
は必ずしも明らかでない。また，計画年休に係る
労基法の規定には意見聴取に関する文言が存在し
ないので，解釈論として公正代表義務違反による
協定の無効を導くことはできないとの指摘もあ
る 29）。
　

（3）従業員代表の立法論
　以上のような解釈論による対応がある一方で，
学説では，現行の制度的欠陥に対処した常設的な
労働者代表機関（従業員代表）を新たに導入すべ
きという立法提案が繰り返し行われてきた 30）。
　その主な内容は，①代表機能の強化のために常
設機関とすること，②正統性の強化のために直
接・秘密投票，比例選挙を実施し，かつ，個々の
案件について労働者の意見集約の手続を定めるこ
と，③従業員代表の自主対等性の確保のために，
不利益取扱を明確に禁止し，勤務時間中に有給で
会議の開催を認め，研修や専門家招へいの機会を
保障し，これらの経費を法律上使用者に負担させ
ることである。③の自主対等性については，労基
法 41 条 2 号の管理監督者ではなく，使用者の利
益代表者を一般的に排除すること（労組法 2 条但
書 1 号の消極要件と同等の規定を資格要件に定める
こと），代表者に対する使用者の情報提供・説明
義務を法定することも必要とされる 31）。
　以上のような立法提案は，過半数代表の権限が
増大した 1980 年代からあり，法改正を議論する
厚生労働省の検討会等でもたびたび改革の必要性
が指摘されてきた 32）。しかし，現在に至るまで
抜本的見直しは行われていない。この背景として
は，過半数代表の権限が既に多くの法律に及んで
おり，関係規定が膨大な数 33）にわたるため，改
正作業のハードルが高いことが挙げられる。しか
し，より根本的には，常設の従業員代表を制度化
して権利を拡充すれば，企業別組織を主流とする
日本の労働組合の機能を縮小させ，憲法 28 条で
保護された労働組合の権利を侵害し得るという問
題がある。従業員代表と労働組合との適切な権限
調整のあり方が大きな課題である。

３　労働組合法制における問題

　最後に労働組合法制についても，集団が果たす
べき 2 つの役割に照らして，現状と課題を整理し
ていく。
　
（1）組合員との関係
①労働者の保護

　労働組合は制度上使用者と対等であると考えら
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れ，組合員の利益を実効的に代表し得ることが前
提とされてきた。そのため学説では，労働組合が
締結した労働協約は労使自治の具現であり，司法
による介入を原則として許さないと指摘され
る 34）。
　もっとも，最高裁は朝日火災海上保険（石堂）
事件（最一小判平成 9・3・27 労判 713 号 27 頁）に
おいて，労働条件を不利益に変更する労働協約に
ついて，「特定の又は一部の組合員を殊更不利益
に取り扱うことを目的として締結されたなど労働
組合の目的を逸脱して締結された」か否かを審査
した。同判決以降，労働条件を不利益に変更する
労働協約は，労働組合の目的を逸脱して締結され
た場合に規範的効力が例外的に否定されるという
枠組みが確立している 35）。
　すぐ後で述べる通り，労働協約に対する司法審
査のあり方は，組合内部の利益調整（協約の締結
プロセス）の観点から議論されることが多い。
もっとも学説では，労働協約が労働者利益に明ら
かに反する場合は労働組合の権限濫用として規範
的効力を否定すべきとし，労働者保護の観点から
の内容審査の追加を主張する見解もある 36）。

②労働者利益の適正な反映
　労働組合については，日本の企業別組合は男性
正社員を中心とする組織であり，組合員の利害が
ほぼ共通していたため，利益の調整のあり方は長
らく問題視されてこなかった。しかし，1980 年
代以降の労働者利益の多様化や，経済の低成長下
での労働協約の不利益変更の増大を受けて，労働
組合が集団内部の多様な意見（特に組合内少数派
のそれ）を適正に集約・調整することの重要性が
認識されるようになった 37）。こうした中で，労
働条件を不利益に変更する労働協約について，前
掲・朝日火災海上保険（石堂）事件最判にいう

「労働組合の目的を逸脱して締結された」かどう
かを具体的にいかなる観点から審査すべきかが議
論されてきた。
　学説は，内容審査を重視する見解から手続審査
を重視する見解までさまざまであるが，本質的な
対立点は，手続を十分に尽くして締結されたが，
結果的に一部の労働者に著しい不利益を与える労

働協約を，内容審査により無効とすべきか否かに
ある。これを否定する見解もある 38）が，私見に
よれば，ユニオン・ショップ協定により脱退の自
由が一定程度制限される点や，企業別協約が主流
の日本では協約より有利な合意の効力が否定され
やすく 39），組合にとどまりながら使用者との個
別交渉で多数派決定による不利益から免れること
も困難である点を考慮すれば，少数派の重大な不
利益を排除するための内容審査が必要である 40）。
　組合内部の利害の多様化は今後も進むものと予
想されるため，多数決原則に基づく組合運営にお
いて，少数派の利益をどのような形で保護するか

（別組合への加入で問題を解決させるか司法審査で救
済するか）について，引き続き検討が必要である。
　
（2）協約外の労使との関係

　労働協約は組合員に適用されるのが原則である
が，労組法 17 条・18 条は労働協約の拡張適用制
度を定めている。
　

①事業場単位の拡張適用制度
　労組法 17 条の趣旨について，最高裁は朝日火
災海上（髙田）事件（最三小判平成 8・3・26 民集
50 巻 4 号 1008 頁）において，「当該事業場の労働
条件を統一し，労働組合の団結権の維持強化と当
該事業場における公正妥当な労働条件の実現を図
ることにある」と述べた。これは，少数労働者の
保護の趣旨を包摂する判示と理解されている 41）。
　もっとも同判決は，労働条件を引き下げる労働
協約にも拡張適用の効力が及ぶことを認め，ただ
し，「労働協約によって特定の未組織労働者にも
たらされる不利益の程度・内容，労働協約が締結
されるに至った経緯，当該労働者が労働組合の組
合員資格を認められているかどうか等に照らし，
当該労働協約を特定の未組織労働者に適用するこ
とが著しく不合理であると認められる特段の事情
があるとき」は，拡張適用の効力を例外的に否定
する枠組みを示した。これは，多数組合による協
約締結に際しては協約外の未組織労働者の利益を
反映させる制度的保障がないことから，協約の内
容審査によって未組織労働者の保護を図ろうとし
たものである。
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　もっとも，制度的保障がないとしても，多数組
合が（拡張適用を見越して）当該事業場の全従業
員の意見を聴取することはありうる。学説では，
多数組合が真摯に労使間および労働者集団内の利
益調整をして労働協約を締結した場合には，その
内容を尊重し，拡張適用を認めるべきとする見
解 42）が有力である。
　

②地域的拡張適用制度
　次に，労組法 18 条の趣旨については，労働協
約の地域的拡張適用を一部認める昨年の厚生労働
大臣の決定（令和 3・9・22。前掲注 2））の基礎と
なった中央労働委員会（以下「中労委」という）の
決議 43）において，「労働条件切下げ競争を防止し
労働条件の維持改善を図るとともに，労働者間，
使用者間の公正競争を確保しようとするもの」と
された。この「労働条件の維持改善」は，協約外
の労働者の保護の趣旨であると解される 44）。18
条は，一企業を超えた地域レベルで最低労働条件
を設定する機能があり，労働者利益の多様化や企
業間競争の激化の中でも「公正」な労働条件を広
く適用する手段として重要である。
　労組法 18 条については，新たに当該協約の適
用を受けることになる協約外の労使の意思，特に
拡張適用により不利益を受ける使用者の意向や利
害状況をどのように扱うかが問題となる。
　まず，労組法 18 条は 17 条と異なり，法所定の
要件充足で自動的に拡張適用するものではなく，
労委決議と厚労相・都道府県知事の決定が必要で
ある（18 条 1 項）。したがって，（a）その決議・
決定に際して，労委ないし大臣・知事が協約外の
当事者の利益を考慮しうるか，また，（b）考慮
し得るとしても，協約外の者にとって不利益性が
大きい場合等に，労委が 18 条 2 項の修正権に基
づき，協約基準を引き下げる等の利害「調整」を
行うことが可能かが問題となる。
　（a）については，18 条 1 項所定の要件を充足
する場合には拡張適用をすべきとする立場 45）に
立てば，条文にない協約外の労使の意向や利害状
況の考慮は許されないことになろう。これに対
し，労委または大臣・知事に 18 条 1 項所定の要
件以外の事情も考慮する裁量を認める立場に立て

ば，上記の点を考慮し，例えば，協約外の使用者
に重大な不利益を及ぼす場合には拡張適用しない
と判断することも可能との見解が生じ得る 46）。
　この点について，労組法 18 条のモデルとなっ
たドイツの制度（労働協約法 5 条の一般的拘束力宣
言制度）では，拡張適用の適否の決定において，
行政機関が拡張適用の影響を受ける者の意見を考
慮し得るだけでなく，意見表明の機会が制度上保
障されていることから，逆に彼らの意見を一切考
慮しなかった場合は，拡張適用の有無に関する決
定が違法となるとする見解がある 47）。日本でど
う解すべきか，検討が必要である。
　また（b）については，協約基準の引下げは協
約当事者による利害調整への直接的介入となるた
め問題が大きいが，18 条 2 項はドイツにはない
日本独自の規定であるため，労委にはそうした権
限も認められているのか。仮にそこまでは認めら
れないとしても，18 条 1 項所定の要件を満たす
労働協約について，拡張適用に際して協約条項を
一部除外することは可能か。協約内容の修正のあ
り方や程度はさまざまであるため，場合分けをし
た検討が有益である。
　企業別協約が主流の日本では，長らく労組法
18 条の適用事例がなく，同条に関しては議論が
乏しい。今後の制度活用の可能性に備えて，18
条 1 項所定の要件の判断方法や労委の権限範囲な
どの明確化が必要である。

Ⅴ　ま と め
　
　本稿では，労働者利益の多様化の中で労働者集
団（の代表）が果たすべき役割を，個人のレベル
では実現できない「労働者の保護」と集団的事項
における「労働者利益の適正な反映（労働者間の
利害調整）」の 2 点に整理し，現行の過半数代表・
労使委員会はいずれの点でも制度的基盤が整備さ
れていないことを指摘した。過半数代表の権限拡
大や労使委員会の制度化の流れにおいては，労働
組合が存在しない事業場でも交渉主体を確保しう
る利点ばかりに目がいき，労働者集団の代表に，
労働者個人には認められない特別な権限を付与す
ることの意義が見失われている。法律に基づく労
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